











New Trends in Competition Policy
in the Telecommunication Systems
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Yasushi Okada
There is a lot.of difference of the competition policy in the telecommunication systems be-
tween Japan and the U.S.A. This difference is coming from the history of telecommunication
systems in those two countries.
The Japanese antimonopoly law includes a divestiture order which has never been
issued before. On the other hand, the biggest telephone company "AT&T" was
divided according to the American antitrust laws m 1982.
It is very difficult to divide a company or to apply the special regulations to the dominant











































2) 1880年のアメリカ製造業従事者の平均賃金は、約347ドルであった(U.S. Dept. of Commerce and Labor, Bureau of
Census,Abstract of the Twelfth Census of the U.S.,Wash∴D.C.,G.P.0.,1904, pp.300-3Olより)
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6) Interstate Commerce Commission:州際商業委員会
7)アメーリカの反トラスト法は、具体的には、シャーマン法(1890年制定)、クレイトン法、および連邦通信委員会(FTC)汰
(ともに1914年制定)を示す。














































































16) Dominant Carrier:支配的な通信事業者の意味で、英国におけるBTCBritish Telecom)や、 E]本のNTTなどがこれにあた
る。



















































































































































































































































































45) Eli M. Noam "Plincipales for the Communications Act of 2034:
































































































(出所:FCC report, op. cit., pp.2 /山口-臣『アメリカ電気通信産業発展史』 pp.27)
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【資料1】　　　　　　　　　　　　　　　　　　者に対して、 AT&Tに対するのと同じ条
United States v. A.T&T (1982).ワシン　　　　件で市内網に接続させなくてはならない。
トン連邦地裁(1982年8月)修正同意審決　　　　　4)地方電話会社は、機器の調達、技術情報
の提供等で、 AT&Tとその競争者とを差
[事実の概要」　　　　　　　　　　　　　　　　　　別してはならない。
ベル・システムの収入は、全体で約460億　　　5)ウェスタン・エレクトリック社とベル電
ドル、年間の設備投資額は約160億ドルと、　　　　話研究所、その他の子会社はAT&Tが従
世界最大の企業の一つであり、アメリカにお　　　　前どおり保有する.
ける電話サービス市場の約80%以上を占めて　　　6) 1956年の同意審決の失効に伴い、 AT&T
いる。また、 AT&Tは、ベル系地域電話会社　　　　は、これまで制限されていた高度サーど
の市内通信設備に対する支配力を行使するこ　　　　ス等へ参入できる。
とにより、 MCIなどの競合する通信事業者
を排除している。さらに、 AT&Tはベル系地
域電話会社に対する支配力を行使することに
より、通信機器の市場において反競争的行為
を行っている。
米国司法省は、この状況はシャーマン法に
違反しているとして、 AT&Tに対し①100%
子会社のウェスタン・エレクトリック社(W.
E)の全株式を処分すること、 ②W.E社は相
当の資産を第三者に譲渡すること、 ③関連子
会社の株式を必要に応じ処分すること、 ④長
距離電話部門を譲渡すること、を求めて訴訟
提起した。
[修正同意審決の骨子]
1) AT&Tとベル系の地方電話会社22社の完
全分離。 AT&Tは地方電話全社の株式を
手離し(AT&Tの株主へ譲渡される)、両
者の間に存在していた資金、技術、経営
上の援助関係は終了する。
2)地方電話会社の業務は、当面市内交換サー
ビス等に限定される。ただし端末機器の
販売、及び、職業別電話帳の提供業務は
行うことができる。また将来、状況の変
化があれば、裁判所の許可を得て他の競
争サービスにも参入することができる0
3)地方電話会社は、全ての長距離通信事業
